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①就学義務猶予免除者であった者で、令和8年3月
31日までに満15歳以上になる者
②保護者が就学させる義務の猶予または免除を受け
ず、かつ令和8年3月31日までに満15歳に達する
者で、その年度の終わりまでに中学校を卒業でき
ないと見込まれることについてやむを得ない事由
があると文部科学大臣が認めた者
③令和8年3月31日までに満16歳以上になる者（①
及び④に掲げる者を除く）
④日本の国籍を有しない者で、令和8年3月31日ま
でに満15歳以上になる者

ア　平成8年4月2日以後出生した者
イ　学校教育法に基づく4年制大学を卒業した者、若しくは令和8年3月31日までに卒業見込みの
者、又はこれと同等以上の学力があると認められる者

試験場所 県庁13階 第2会議室

※令和7年8月29日（金）までの消印のあるものは有効

市町村教育委員会・教育事務所・関係機関にて配布

試験日時 対 象令和7年10月16日（木）

試験科目 国語・社会・数学・理科・外国語（英語）

願書受付期間
令和7年6月30日（月）～令和7年8月29日（金）

願書配布期間
令和7年6月30日（月）～令和7年8月29日（金）

1. 試験区分・採用予定人数及び受験資格

　中小企業退職金共済（中退共）制度
は、中小企業の事業主が従業員の退職
金を計画的に準備できる国の退職金
制度です。国からの有利な掛金助成
や、税法上の優遇も受けられ手数料も
かかりません。家族従業員やパートタ
イマーも加入できます。
※一部対象外あり。詳しくは、ホーム
ページをご覧ください。

令和7年度就学義務免除者などの
中学校卒業認定試験の案内

令和7年度  南風原町職員採用候補者試験

県教育庁義務教育課 ☎866-2741問

総務課 ☎889-4415問

中小企業退職金共済（中退共）制度のご案内
独立行政法人勤労者退職金共済機構 中小企業退職金共済事業本部 TEL:03-6907-1234  FAX:03-5955-8211問

※土木職、社会福祉士職、心理職、主任介護支援専門員職において、教養試験・専門試験はありませんので、
　特別な公務員試験対策をしていない方でも受験しやすい内容となっています。

2. 試験日(第一次試験)／令和7年9月21日(日)
3. 申込受付期間／令和7年7月28日(月)~8月13日(水)

次の①から④までの
いずれかに該当する者とする。
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(平日午前8時30分～午後5時15分まで)

※イの該当者は「中級行政」及び「初級行政」は受験できません

ア　平成8年4月2日以後出生した者
イ　最終学歴が学校教育法に基づく短期大学､高等専門学校を卒業した者、若しくは令和8年3月31
日までに卒業見込みの者、又はこれと同等の資格があると認められる者

※イの該当者は「上級行政Ⅰ」及び「初級行政」は受験できません 

ア　平成8年4月2日以後出生した者
イ　最終学歴が学校教育法に基づく高等学校を卒業した者、又は令和8年3月31日までに卒業見込
みの者

ア　平成2年4月2日以後出生した者
イ　直近8年間に同一の民間企業等における職務経験が継続して5年以上ある者

ア　平成2年4月2日以後出生した者
イ　保健師免許取得者(令和8年3月31日までに取得見込みの者を含む。)

ア　平成2年4月2日以後出生した者
イ　令和7年8月1日現在で、管理栄養士免許を有する者

ア　昭和60年4月2日以後出生した者
イ　令和7年8月1日現在で、社会福祉士の資格を有し、直近10年以内に社会福祉士としての相談業
務等の職務経験が通算3年以上ある者

ア　昭和55年4月2日以後出生した者
イ　令和7年8月1日現在で、公認心理師又は臨床心理士のいずれかの資格を有し、直近10年以内に
公認心理師又は臨床心理士としての職務経験が3年以上ある者

ア　昭和50年4月2日以後出生した者
イ　令和7年8月1日現在で、主任介護支援専門員の資格を有し、直近10年以内に主任介護支援専門
員としての職務経験が通算3年以上ある者

ア　平成2年4月2日以後出生した者
イ　幼稚園教諭免許かつ保育士資格取得者(令和8年3月31日までに取得見込みの者を含む。)

ア　平成2年4月2日以後出生した者
イ　司書資格を有する者(令和8年3月31日までに取得見込みの者を含む。)

ア　昭和55年4月2日以後出生した者で、下記イ又はウに該当する者
イ　学校教育法に基づく4年制大学を卒業し(令和8年3月31日までに卒業見込みの者を含む。)、土
木に関する専門課程を履修した者

ウ　令和7年8月1日現在で、土木施工管理技士(1級又は2級)又はRCCM(機械・電気電子・廃棄物を
除く。)のいずれかの資格を有する者

※イの該当者は「上級行政Ⅰ」及び「中級行政」は受験できません

詳しくは
ホームページを
ご確認ください。




